
自治体が、公共工事や業務委託を受注し

た元請企業に対し、労働者に支払う賃金の

最低基準額等を義務づける公契約条例を制

定するよう求めました。県内では豊橋市や

愛知県が制定しています。

急速に拡大した民間委託や指定管理の現場では、非正規労働が

中心で、低賃金、低待遇の労働環境となっています。しかし市は、

民間の問題として調査も関与もしない態度に終始してきました。

公契約条例を制定し、安心して働き続けられる労働条件を保障

することは、公務労働の質を高め地域経済の活性化にもつながり

ます。

市当局は、労働報酬下限額を規定

した豊橋市の条例を「きめ細やかで

元請事業者に対しより拘束力、実効

性が高いもの」と評価しながらも、

「国の法整備によって解決すべき問題で、調査研究する」との答

弁にとどまりました。

新年度予算に、市内公共交通の再編事業４９３万円が計上され

ました。バス、いこまいＣＡＲ等を含めた公共交通について、地

域ニーズに合った持続可能なサービスの提供にむけ、総合的に検

討するとしています。

具体的には公共交通利用者や施設利用者アンケートなどで、現

状分析と課題の整理を行うものです。

この取り組みにあたり、地域ごとに部会を設置し、市が住民と

十分に懇談できる体制をつくること、協議会に多くの住民代表を

いれること、専門家の力を十分借りることなどを求めました。

市当局は「地域ごとに懇談会や意見交換会を検討する、協議

会に新たに公募委員を加える。コンサルタントの知識を活用し

ていく」などと答弁しました。

地域住民の要望や実態が十分に反映した再編計画となるよう、

引き続き声をあげていくことが大切です。

市長は施政方針で「江南市企業誘致等

基本方針」に基づき、優遇制度のＰＲ

等を強力に推し進めるとともに、自ら

が企業誘致のために市内外の企業を訪

問し、トップセールスを実施していくと表明しました。

この優遇策では、新たに購入した土地の固定

資産税、都市計画税相当額を３年間「奨励金」

として交付する。また工場等を新増設する場合、

固定資産取得費（土地を除く）の１０％(限度額

１０億円)を「高度先端産業立地補助金」として

補助するなど大盤振る舞いです。

さらに、事業所の緑地面積比率を２０％から

一気に５％へと緩和しました。

一方、市は環境基本計画に基づき、都市における公園や緑

地など緑あふれる街づくりを進めています。こうした方針と

も逆行する優遇策は到底認められません。

政府が普及に力を入れる「個人番号カード」の発行でシス

テム障害が繰り返されていることが、新たな問題として浮上

しています。市でも、２月末時点で「個人番号カード」の申

請数は6,126枚に対し、発行は425枚にとどまっていま

す。にもかかわらず新たに12,000枚分を追加し、20,0

00枚も発行しようと計画しています。

個人情報の管理にかかわるシステムが正常に機能して

いないのであれば、不具合のまま動かし続けるのは危険

です。交付作業を凍結・中止し、廃止に向けた議論が必

要です。

介護保険制度の改悪で、来年４月から要支援の人の訪問ヘ

ルパーやデイサービスが介護給付から外され「総合支援事業

計画」に移行されようとしています。

市は「当面は、従来通りの介護サービスを受けることがで

きる」としていますが、今後は介護度の重い人を優先的に専

門職が担い、要支援の人たちへのサービスを、元気高齢者や

地域が担っていくことになるといっています。

しかし要支援に認定されることは、すでに日常生活に

支障をきたしていることであり、専門職による専門のケ

アを受けてこそ、症状の進行を抑え、家庭での生活が支

えられることになります。

送迎も、入浴介助もない住民主体のサロンなどでは症

状の悪化を招くだけです。

市として「現行のサービスを維持すること」を強く求

めました。

党議員団では、市内の包括支援センター

やデイサービスセンターなど38介護事業

所にアンケートを行い13事業所から回答

をいただきました。

来年度から始まる総合支援事業につい

ては、多くの事業所が「やってみないとわ

からない」との回答で、事業所自身も戸惑っているの

が実態のようです。

一方人手不足は深刻で、９割の事業所が「人材が不

足している」と回答し、求人広告の費用がかさむとの

回答もありました。国会では、５野党が共同して「介

護職員の処遇改善法案」を提出。自民・公明・おおさ

か維新の会が反対して否決されてしまいましたが、介

護職員の処遇改善は待ったなしです。

要支援の人の介護保険外しは逆効果
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